
 

令和６年度補正予算(案)の 

概要 

 

 

 

 

 

 
 

 

令和６年１１月 

内 閣 官 房 

 



（単位：億円）

内閣官房計 696.8

〔主な内容〕

施　　　策

26.3
　　　～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～

(１)「地方創生2.0」に係る広報戦略検討業務 0.3
(２)「魅力的な地域をつくる」ための先行事例調査・研究 0.2
(３)国際博覧会の機運醸成に向けた取組 22.1
(４)創薬力向上フォローアップ調査分析事業 0.7
(５)健康・医療ビジネスのインパクト投資を通じた三方政策事業 1.5

Ⅲ．国民の安心・安全の確保 670.5
　　　～成長型経済への移行の礎を築く～

(１)官邸の危機管理機能の強化 30.9
(２)官民におけるサイバーセキュリティ対策の強化 278.5
(３)情報通信システム等の更新 1.0
(４)我が国企業の海外事業環境整備推進経費 0.3
(５)領土・主権展示館の機能強化 3.6
(６)情報収集機能緊急強化事業 26.7
(７)危機管理強化のための情報収集衛星の開発等 325.0
(８)国外におけるギャンブル等依存症対策の実態調査 0.3

令和６年度補正予算（案）総表

項　　　目 追加額

Ⅰ．日本経済・地方経済の成長



 

 

〔単位：百万円〕 
 

1 
 

Ⅰ．日本経済・地方経済の成長                          2,631 

～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～ 
 

（１）「地方創生 2.0」に係る広報戦略検討業務                            30 
     

「地方創生 2.0」の実現に向け、新しい地方経済・生活環境創生本部が今後策定する基本的な

方針や基本構想の内容等について、ブランディングコンセプトやキャッチコピーの開発、ロゴ

やホームページ、パンフレット等の作成を行う。 

 

 

 

（２）「魅力的な地域をつくる」ための先行事例調査・研究                 18 
    ※Ⅲにも該当 

地方の人口減少・過疎化と、それに伴う交流機会の減少に対応するため、女性、こどもや若

者、子育て世代も含めた多世代において、誰もが居場所と役割を持つコミュニティや、魅力的

な地域づくりの推進に資する施策等の先行事例に関する調査・研究を行う。 

 

 

 

（３）国際博覧会の機運醸成に向けた取組                             2,205 
     

2025 年大阪・関西万博の成功に向けて、国内外のメディア等を活用した広報や万博参加国と

日本の地方公共団体との交流などを通じて、国内外の機運醸成を図る。 

 

 

 

（４）創薬力向上フォローアップ調査分析事業                            65 
     

「「創薬力の向上により国民に最新の医薬品を迅速に届けるための構想会議」中間とりまとめ

を踏まえた政策目標と工程表」で示された成果目標の達成状況や施策の進捗状況を調査分析し、

我が国の創薬力の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

〔単位：百万円〕 
 

2 
 

（５）健康・医療ビジネスのインパクト投資を通じた三方政策事業         150 
    ※Ⅲにも該当 

地球規模の健康・医療分野における民間資金還流の仕組み等を構築し外貨獲得、経済安全保

障リスク管理、国際貢献を同時実現するため、グローバルヘルスのためのインパクト投資イニ

シアティブ事務局を運営、インパクト投資の計測及び管理に係る国際的ガイドライン策定や、

各国政府、開発金融機関の政策指針策定に向けた取組を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

〔単位：百万円〕 
 

3 
 

Ⅲ．国民の安心・安全の確保                          67,048 

～成長型経済への移行の礎を築く～ 
 

（１）官邸の危機管理機能の強化                                     3,090 
     

政府の緊急事態への対処及び危機管理体制を強化するため、官邸危機管理センターの機能強

化に必要なシステムの改修等を行う。また、武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確

保、弾道ミサイル飛来時の避難行動等の周知、沖縄県の離島避難に係る検討等を含め、国民保

護のための取組を進める。 

 

 

 

（２）官民におけるサイバーセキュリティ対策の強化                  27,846 
     

昨今のサイバー空間を巡る深刻な脅威に対応するため、政府関係機関に対するサイバー攻撃

等の不審な通信の横断的な監視等を行う次期ＧＳＯＣシステムの構築や大阪・関西万博への対

応、高度なサイバー攻撃の検知・分析能力の向上など、官民におけるサイバーセキュリティ対

策の強化に取り組む。 

 

 

 

（３）情報通信システム等の更新                                       101 
     

国家安全保障局では国の安全に関する機密性の高い情報を扱うための情報通信システムを整

備しているところ、当該システムの一部機器等を更新し、同局の情報集約機能及び政策立案機

能を早急に強化する。 

 

 

 

（４）我が国企業の海外事業環境整備推進経費                            33 
     

我が国企業が海外で行う事業活動において急激な環境変化の影響を受けていることを踏まえ、

官民が連携して関係省庁で横断的に取り組むべき施策の検討のため、我が国企業の展開先国に

おける課題や必要とされる環境整備について実態調査を行う。 

 

 

 

 

 



 

 

〔単位：百万円〕 
 

4 
 

（５）領土・主権展示館の機能強化                                     355 
     

領土・主権をめぐる情勢が厳しさを増す中、特に若年層の領土問題への関心を高めるととも

に学びを深める各種機会を提供し、我が国の立場に対する内外の理解を一層促進するため、領

土・主権展示館の機能強化を図る。 

 

 

 

（６）情報収集機能緊急強化事業                                     2,666 

     

我が国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中、外交・安全保障環境の変化に的確に

対応すること等により国民の安心・安全を確保するため、内閣の重要政策に関する国内外の情

報の収集・集約・分析を適切に実施するとともに、迅速かつ安全に情報共有を行うための体制

を整備する。 

 

 

 

（７）危機管理強化のための情報収集衛星の開発等                    32,500 

     

外交・防衛等の安全保障及び大規模災害等への対応等の危機管理のために必要な情報の収集

を主な目的とした情報収集衛星の開発等を加速化し、政府の情報機能を強化する。 

 

 

 

（８）国外におけるギャンブル等依存症対策の実態調査                    30 
     

国外におけるギャンブル等依存症対策の先進事例等について調査を行い、その調査結果によ

り得られた情報を令和６年度末のギャンブル等依存症対策推進計画の見直し等において活用し、

効果的なギャンブル等依存症対策を実施する。 

 



 

 

〔単位：百万円〕 
 

5 
 

（参考）政府情報システムの整備等に必要な情報システム関係予算（一括計上経費） 

 

情報システム関係予算については、デジタル庁設置法（令和三年法律第三十六号）に基づ

き、デジタル庁に計上を行う。内閣官房に関するものは、以下のとおり。 

 

 

〇レビューシート等の更なる見える化のためのＲＳシステムの機能改善等         410 

※Ⅰに該当 

行政事業レビューシート等の「見える化」の充実・強化、データの利活用、ＥＢＰＭを推進する

ため、ＲＳシステムの検索機能の強化等を行う。また、入力作業のＢＰＲやデータの利活用をさら

に進めるため、他システムとのデータ連携やＡＩの活用等について調査研究を行う。 

 

 

 

〇首相官邸ホームページを通じた情報発信基盤強化のための機能等改修         1,076 

※Ⅰに該当 

政府が、首相官邸ホームページを通じて迅速かつ正確にわかりやすい情報発信を行うため、新た

なホームページ作成システムの導入、サイバー攻撃に対する防御態勢の強化等を行う。 

 

 

 

〇国家公務員の人事管理のデジタル化                                         942 

※Ⅰに該当 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和６年６月 21 日閣議決定）に基づき、内閣人事局・

デジタル庁・人事院において、各府省が職員の基本的な人事情報を管理する共通的な機能を始め、

各府省における効率的・効果的な人事管理の実施を支援する共通システムについて、段階的な実装

を推進する。 

 

 

 

〇幹部職員の人事管理に係るシステムのクラウド化                              34 

※Ⅰに該当 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）等に

示されたクラウド・バイ・デフォルト原則に基づき、システムの耐障害性の向上等が可能となるよ

う、システムをクラウド上で実現し、それに伴うアプリケーションの移行を行う。 

 

 

 

 

 



 

 

〔単位：百万円〕 
 

6 
 

 

〇ＮＩＳＣ情報システム等の整備・高度化                                      558 

※Ⅲに該当 

昨今のサイバー空間を巡る深刻な脅威に対応するため、政府機関等のセキュリティに関する情報

をはじめ機微情報を取り扱うＮＩＳＣ統合ＬＡＮシステム等の整備・高度化を行うことにより、サ

イバーセキュリティ対策の強化を図る。 

 

 

 

 



区　　　　　　分 担　当　局　・　課 連　絡　先

（１）「地方創生2.0」に係る広報戦略検討業務 新しい地方経済・生活環境創生本部事務局 （直）03-6257-1418

（２）「魅力的な地域をつくる」ための先行事例調査・研究 新しい地方経済・生活環境創生本部事務局 （直）03-6257-1414

（３）国際博覧会の機運醸成に向けた取組 国際博覧会推進本部事務局 （直）03-3519-3613

（４）創薬力向上フォローアップ調査分析事業 健康・医療戦略室 （直）03-3539-2905

（５）健康・医療ビジネスのインパクト投資を通じた三方政
策事業

健康・医療戦略室 （直）03-3539-2504

（１）官邸の危機管理機能の強化 事態対処・危機管理担当
（代）03-5253-2111
（内82602）

（２）官民におけるサイバーセキュリティ対策の強化 内閣サイバーセキュリティセンター
（代）03-5253-2111
（内87128）

（３）情報通信システム等の更新 国家安全保障局 （直）03-6205-4189

（４）我が国企業の海外事業環境整備推進経費 副長官補室（内政・外政） （直）03-3581-0248

（５）領土・主権展示館の機能強化 領土・主権対策企画調整室 （直）03-3581-9314

（６）情報収集機能緊急強化事業 内閣情報調査室
（代）03-5253-2111
（内83404）

（７）危機管理強化のための情報収集衛星の開発等 内閣衛星情報センター （直）03-3267-9500

（８）国外におけるギャンブル等依存症対策の実態調査 ギャンブル等依存症対策推進本部事務局 （直）03-3581-0467

連絡先一覧

Ⅰ．日本経済・地方経済の成長
         ～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～

Ⅲ．国民の安心・安全の確保
         ～成長型経済への移行の礎を築く～


